英国における死をめぐる自己決定について by 五十子 敬子
１６９
比較法制研究（国士舘大学）第22号169-192
《論説》
英国における死をめぐる自己決定について
五十子敬子
1997年12月，英国大法官省は，「誰が決めるのか？－精神的無能力者の
（１）
代理意思決定一（Whodecides？：MakingdecisiononbehalfofMental‐
lylncapacitatedAdults）」という諮問書（ConsultationPaper）を公表
して，精神的無能力者の代理意思決定についての意見公募を行った。これま
でに行った数回の意見公募によって，安楽死，および尊厳死をはじめ，末期
医療に関する諸問題の方向性については徐々に固まって来ていたのである。
安楽死問題については，末期患者の「薬などで安楽死させてほしい」とい
（２）
う求めに約一害Ｉの医師は応じているといわれている英国において，法案は
1936年以降幾度か上程されたが，法制化は実現されなかった。
1994年１月には，英国上院の「医療の倫理特別委員会」は，安楽死は合法
（３）
ｲﾋすべきではないという報告書を提出し，政府も同年５月それを歓迎する旨
（４）
の回答を提示し，以来，英国では，自己決定による治療の中止，特に精神的
無能力者の代理意思決定についての国民のコンセンサスを課題として努力を
重ね，法制化への立法活動が続けられている。
死の迎え方について考察する時，安楽死を痔痛除去の治療法の一つととら
える者にとっては安楽死は自然死ということもできようが，一般的には，そ
れは不自然死として分類され，常助された自殺とも，嘱託殺人とも解釈され
得る。
英国においては，不自然死の典型の一つである自殺は，コモン・ロ_によ
って重罪（felony）とされ，自殺者の不動産は没収され，死体の埋葬も不名
（５）（６）
誉な扱いを受けてきた。しかし1961年に「自殺法（SuicideActl961)」の
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制定により，自殺自体は犯罪でないとされたが，自殺輔助は依然犯罪として
残された。１８世紀までは，医師たちは，死をできるだけ自然で人間的なもの
にすることを職業上の使命であると考え苦痛緩和を第一に心がけていた。当
（７）
時すでに「自然死は自然権である」という主張すらあったのである。１８世$己
末，医学の進歩に伴い，病気の不治か否かが判断できるようになり，そこで
安楽死論も唱えられるようになった。むろん進歩したといっても現代ほどに
苦痛を除去することはできなかったので，水面下で末期の苦痛を取り除くた
めの安楽死が行われていたことは推察にかたくない。
現代における安楽死論争のきっかけとなったのは，1873年の「不治の病人
（８）
の新治療法」というトウノレマッハ（L､Ａ､Tollemache）の安楽死合法化の提
案であった。それはウイリアムス（ＳＤ・Williams）が，安楽死について，
それを望みながらその意思を表明できない程の重症者である場合には認めら
れてもよいのではないかというスペクテイター（spectator）誌上での問題
提起に応えるものであった。
そもそも英国で安楽死を最初に提唱した医師はゴッダード（Goddard）で，
（９）
それは1907年の医学総会に於いてのことであったと伝えられている。そして
安楽死合法化運動は1932年に始められるが，それに先駆けギスポーン（ＥＡ・
WGisborne）は，1928年刊行の随筆「裁判における民主主義（Democracy
onTrial)」の中で次のように記している。
「不治の病に苦しむ場合には，少なくとも二つの方法があるのだが，医師は
継続的な安らぎをもたらすのに十分な阿片剤（opiate）を与える権限を付与
されるべきである。……この問題は決定する医師にすべてが委ねられ，医師
（10）
は患者に相談する必要はない」
また1931年にはマンチェスター大聖堂のピーター・グリーン師が一定の歯
（11）
止めをかけながらではあるｶﾐ同様な主張を論じている。
安楽死についての医学上の論争が本格化するきっかけは，1932年のイギリ
ス保険医学会（theSocietyofMedicalOfficersofHealth）におけるミラ
（12）
－ド（Dr.C・KillicMilardo）会長の挨拶であった。そして1935年には，ミラ
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－ド会長を中心にした医師グループにより，「安楽死協会」が創立され，翌
1936年には「任意的安楽死協会（TheVoluntaryEuthanasiaSociety略称
（13）
VES)」と改名され，現代に至っているのである。
こうした前史をうけて「英国における死をめぐる自己決定について」の現
代における展開をさらに詳説していくこととする。
1.1961年「自殺法」について
（１）自殺処罰の歴史的変遷
古代アテナイにおいては自殺者は権利が剥奪され，その上正式な埋葬は許
されず，四肢を切断されて埋葬されたという。また古代ローマでは，ローマ
最後の王といわれているタルクイウス尊大王は自殺者の死体を十字架に架け，
野生の鳥獣の餌食にしておくことを命じたという。しかし，ギリシャでもロ
ーマでも，国家に申し立てて，理由が妥当とされれば，自殺は法的に許容さ
（14）
れたという。国家が個人を自由に扱う権禾Ｉを掌中にしていたのである。
その後キリスト教社会が形成されると，自殺は厳禁された。
最初に自殺に反対する考えを示したのは，アウグスティヌス（StAugus‐
tine354-430）で，それはモーゼの十戒の第六戒「汝殺すなかれ“Thou
（15）
shaltnotkill."」を冒すものとしての反対であった。
452年のアーリスの宗教会議（theCouncilofArles）は，単に召使の自
（16）
殺を禁ずるという内容であったｶﾇ，初めて自殺の禁止を打ち出していた。
自殺の否認は，533年のオーランズの宗教会議（theCouncilofOrleans）
で最初に明らかにされた。その会議は，死刑になるものにさえ聖体を授ける
ことを教会に許していたのに，自殺者にはそれを許さなかった。これは，自
（17）
殺は他のいｶﾕなる罪よりも悪であると見徹されたことを示している。
563年のプラハの宗教会議（theCouncilofBraga）は，「自殺者にはいか
なる追憶の祈祷も与えられてはならず，遺体は賛美歌によって送られてはな
（18）
らない」と決定を下した。
673年のヒヤフォードの宗教会議で教会法（CanonLaw）は英国に継受さ
1７２
れ，967年エドガー王の教会法が自殺者に対する埋葬儀式の否定を再確認し，
明確にした。
さらに1284年に至りナイムスの宗教会議（theSynodofNimes）は，自
（19）
殺者を墓地にひそかに埋葬することさえ拒否した。
その少し前であるがトーマス・アクイナス（StThomasAquinasl225?‐
（20）
1274）は，次の三つの理由ｶｺら自殺は不法であると述べいる。
１．自殺は自然の意向に反するもの，そして，総ての人は彼自身を愛すべ
きであるという慈しみに反するものである。
２．総ての人は共同体の一員である。
３．生命は神から人に与えられたもので，自身の生命を奪う者は神に背く
ものとなる。
１６世紀においてマルティン・ルター（MartinLutherl483-l546）および
ジョン・カルヴィン（JohnCalvinl509-l564）もまた自殺に異議を唱えて
（21）
いる。
法律においても近代に至るまで自殺は処罰の対象であり，反逆行為である
として財産没収を定めていた。英国において「大逆罪と重罪の没収を廃する
（22）
ため，およびそれにｶﾛえて関連法規を修正するための法（ＡｎＡｃｔｔｏＡｂｏｌ‐
ishForfeituresforTreasonandFelｏｎｙ,andtootherwiseAmendthe
Lawrelatingthereto)」にもとずき，そうした条項が廃止されたのは，
1870年のことであった。
（２）1961年「自殺法」制定へ
（23）
自殺ｶｺﾞ犯罪ではないとされたのは，1961年「自殺法」（SuicideAct
（24）
1961)」の制定による。そこではじめて1957年の「殺人法（HomicideAct
l957)」の４条（１）項，（２）項から自己殺（killinghimself）の文字が削
除されたのである。
1959年２月２曰，フレデリック・セラーズ卿（FredericSellers）を委員
長とする15名からなる「刑法改正委員会」（常設）が任命され，同年１１月４
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曰，自殺および自殺未遂について刑法改正のための内務大臣の指示が出され
（25）
た。同委員会は1960年７月29日に報告書を提出し，先ず自殺に関する当時
の規定を次のように要約した。
「第一に，コモンローにより自殺は自己殺ゆえ重罪（felony）であり，自殺
（26）
未遂は軽罪（misdemeanour）となる。そして，第二に，’心中の場合は1957
年『殺人法」（HomicideActl957）第４条により故殺（manslaughter）に
減刑され得るが，他人が自殺するのを常助し，教唆し，助言しまたは自殺に
（27）
至らしめた者は謀殺で有罪となる｡」
そして委員会は，第二の心中に関する未遂に対しては故殺未遂というよう
な特定の罪を考慮したが，それを取りやめ，この委員会の目的である「自殺
および自殺未遂をもはや犯罪ではなくする刑法改正」の適正な実行を目指し
て，議会弁護士（ParliamentaryCounsel）により準備された法案の路線に
（28）
賛同した。
1961年８月３日，自殺法は立法化された。ただしその第２条には「他人の
自殺を輔助，教唆，助言し，または自殺に至らしめた者は，起訴され，１４年
（29）
以下の拘禁刑|に処せられる」と規定されている。ここには，もし医師が末期
の患者の要請に応えて安楽死させたならば，医師は免責されないということ
が含まれている。
では，その後の医療の進歩とともに起こってきた安楽死，治療の中止をめ
ぐる諸問題について，英国ではどのように考え，どのように対処しようとし
ているのであろうか。
2．安楽死について
ジョージ五世（在位1910.5.6-1936.1.20）の死に際して，その死は主治医の
注射で早められた，という記事が1986年11月30曰の新聞紙面を賑わした。当
時，主治医のドーソン卿は「王の生命は心静かにその終焉に向かっている｡」
と国民に報告していたが，恥の意識や罪の意識にとらわれず，「良心的に」
彼が何をしたか，そしてなぜしたかを私的に記録した。伝記作家フランシ
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ス・ワトソン（FrancisWatson）がこれを暴露したあと，英国医師会は，
（30）
安楽死の問題を急いで機関紙に取り上げ，それを翌年の年次総会に報告した。
以下にいくつかの事例を示そう。
（１）事例に現れた安楽死
1956年12月１９曰，ジョン・ポドキン・アダムス博士（JohnBodkin
Adams）が逮捕され，６年前のモレル夫人殺害容疑で起訴された。モレル
夫人は1948年79才で脳卒中のため倒れ，下半身不随となる。アダムス博士は，
多量のヘロインとモルヒネが夫人を死に至らしめることを知悉していたにも
かかわらず服用させたと，謀殺で起訴されたが，陪審の評決で無罪となった。
（31）
この事例でデヴリン裁半Ｉ官は判決要旨に次のように述べている。
「彼のとった手段が偶然にも生命を数時間またはもっと長くさえ短縮したか
もしれないが，医師が痛みや苦痛を取り除くことは妥当で必要なことであり，
（32）
彼は痛みや苦痛を取り除くﾌﾟこめの治療を行う権限を有する｡」
（33）
また，ジョン．ダグラス・カーノレ博士（JohnDouglasCarr）の事例で，
博士は手術不能の肺癌患者ロナルド・マウソンを尊厳をもって死なせるため
に適量150ｍｇのフェノバルビタールを1000ｍｇ与えて死に至らしめた。
1993年の判決で陪審は無罪の評決を下したが，マルス・ジョーンズ裁判官は
判決要旨で，
「患者は死ぬことを望んでいない。例え望んでいたとしても彼を殺すことは
違法である。重病人であろうとも，死が近かろうとも，我々は法の下に神が
許したすべての瞬間を生きる権利を与えられている。その－時間または数時
間は彼の人生のもっとも貴重で重要な時間かもしれない。しなければならな
い仕事があるかもしれないし，贈物を貰うかもしれない，許しが請われるか
もしれないし，お別れが告げられるかもしれない，為終えねばならない１０１
番目の為残しがあるかもしれない｡」と述べ，「医師は神を演じ，生命を短縮
（34）
する権限を与えられてはいない｡」と明言した。
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この二例の判例の評決は両者とも無罪であったが，判決要旨は相反するも
のとなっている。デヴリン裁判官は「医師は例え多少の生命の短縮を伴って
も患者の苦痛を取り除くための治療を行う権限を与えられている」と述べて
いるのに対し，ジョーズ裁判官は「医師は神を演じ生命を短縮する権限をあ
たえられていない」と述べている。この対蹴的な二つの見解こそ，国民のコ
ンセンサスを得るための極となっているのである。
（35）
次に医師に有罪半Ｉ決が下されたものとしてはコックス博士の事例がある。
ローヤル・ハンプシャー病院のリューマチ患者の担当医であったナイジェ
ル・コックス博士は，1991年８月11日，同病院内で末期症状の70才のリュー
マチ患者リリアン・ポイエス夫人に，夫人の要請により，毒物である塩化カ
リウム液を注射した。注射後，夫人はまもなく死亡し，病院内では当初病死
として扱われ，病理医師も火葬の許可を与えた。その後，薬物保管係りの看
護婦が事実を知り，病院管理者に報告し，警察が捜査した結果，コックス博
士を執行猶予も可能である殺人未遂で起訴した。
ポイエス夫人の二人の息子の証言によると，夫人は約二十年間，リューマ
チ性関節炎で何度も入院し，その度にコックス博士の世話になった。博士は
献身的に治療にあたり，母子とも深く感謝していた。そして夫人の症状はヘ
ロインも効かず，睡眠薬を投与しても無意識状態で激烈の痛みを感じていた
であろう，と推測されるほどものであった。
翌年，ウインチェスターの刑事法院で行われたコックス博士を被告とする
殺人未遂事件の公判で，陪審は有罪評決を下した。裁判官は実刑を科するこ
とは公益の要請する所ではないとして拘禁刑１年執行猶予１年を宣告した。
この三例のうち前二例は多少死期は早めても苦痛を取り除き，患者の生命
の質（QOL）を高める，いわゆる二重効果の間接的積極的安楽死事件であ
ったが，コックス博士の事例は任意的積極的安楽死事件で，判決結果が別れ
たのはこの違いにある。
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（２）安楽死立法の動き
（36）
1936年に初めて任意的安楽死法案が上院に上程された。それは，全９箇条
からなり，付則に安楽死許可申請書の様式を添付するもので，安楽死のため
の要件を定め，それが適正に実施されることを計ろうという意図であった。
これは第二読会で退けられた。この法案に規定されていた要件は次のとおり
である。
１．激しい痛みを伴う不治の病いにかかっている21才以上の健常者である
こと。
２．付則に添付された書面様式により申請すること。
３．申請書は各々の書式に従い，一通は患者の主治医と，特定の資格をも
つ医療従事者によって署名され，本法により指名された安楽死審判員
（euthanasiareferee）に予め送付されていること。
この1936年の法案は，原則的な反対論のほかに，手続きの繁雑さなどに非
難が集中して否決の憂き目をみた。そこで1969年に任意的安楽死協会では，
｢尊厳を伴う死」か「長びかされた苦痛や苦悩を伴う死」か，そのいずれを
選ぶかの選択権を，個人の「合法的で人間的な権利」としたいとして，全十
条からなる法案を提出した。
そこでは第１条第１項に，「有効な申請書を作成した適格な患者に対して，
医師がこの法の規定に従い安楽死を実施するのは適法とされる」と規定し，
２項以下には以下の定義が示されていた。
「医師」とは，登録されている開業医であること。
「安楽死」とは，苦痛を伴わずに死をもたらすこと。
「適格な患者」とは，不治の状態で苦しんでいるという事実を，二人の医師
(そのうち一方は相談相手の立場にある医師）が書面をもって証明する，成
人の患者であること。
「不治の状態」とは，治療不可能であることが合理的に判断され，また堪え
難い苦悩を引き起こしたり，理'性的な生存を困難ならしめると予測された患
者の場合に考えられる重い身体的病気または損傷であること。
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「宣言」とは，本法律の付則に定められた様式にもとづいて作成された書面
に，証人が署名した宣言をいう。
第２条１項に，宣言書は作成後30日を経過した後効力を生じ，撤回されなけ
れば３年間有効とされている。そして，２項に期間満了前12か月以内に再度
作成された宣言書は，撤回されなければ宣言者の終生のあいだ効力を有する，
と規定されている。
本法案は1969年３月６日，上院先議の形で第一読会に提出され，第二読会
に送られて３月25曰に実質審議がなされたが，否決された。
3．治療の中止について
ウエイアー（RobertF､Weir）によると，「治療の中止とは，治療の差し
控えの決定または治療行動の不開始の決定，および治療の程度または度合い
の減少または治療の積極的減少を意味し，さらに破棄または終了を意味する。
そしてそれは延命治療のためのすべての行動を拒絶する，危篤または末期の
（37）
患者（または非自発的患者の代理）の自発的意思決定を含んでいる｡」とい
うことである。またデーヴィッド・ラム（DavidLamb）は「身体の清拭，
衣料交換など基本的な看護は，中止または差し控えには含まれない。死が避
けられないにもかかわらず，無益に続けられる治療の中止または差し控えは，
常に『良い医療行為」の側面を持っている。そしてそれは作為だろうと不作
（38）
為だろうと『慈悲殺」であると解釈されるべきではない｡」と述べている。
そこで治療の中止および差し控えについてローマ・カソリック教会はどの
ような見解を示しているか，また英国宗教界ではそれをどのように受け止め
ているかについて総括する。
（１）ローマ・カソリック教会の見解
西欧社会において，間接的安楽死は古くから容認されていた。その根拠は，
医師谷田憲俊著「解説『安楽死，尊厳死，リヴィング・ウイル｣」によると，
｢ローマ・カソリックにおいて17世紀に確立された『よい効果を得るために
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（39）
は危険を犯してもいい』」という二重効果の原Ｈ１｣にあるということである。
1957年ローマ法王ピオ12世は御回勅の中で，
「重篤な病者に直面した時，人は，その生命を護る為必要な手段を取らねば
ならない。この義務は神によって定められた自愛に由来し，かつ社会の正義
さらには厳密な法に依るものである。しかし人はこの義務を常に通常な方法
によってのみ行う責務がある。即ち，特別な負担を彼または他の人々に負わ
（40）
せることのない範囲で行われなければならない｡」
と述べており，ここでは通常と通常外の治療の区別が問題とされている。
法王自身もここでいう「通常」とは「患者の状況，法律，時代，文化によ
（41）
り」決定されるものであるとしている。この通常と通常外の治療については，
すでに１６世紀のスペインのローマ・カソリックの理論家ドミニク・バネツが
｢患者は通常の方法（栄養・衣服・薬）で生命が延長されるのは当然である。
しかし，生命の質に分不相応な痛み，苦痛，施術をその生命のために負わさ
（42）
れるのは道徳として強いられるものではない」としている。
1980年の「安楽死に関する宣言」では，「教会は末期の人または重病な人
をできる限り長く，すべての可能な手段で生きさせるべきであるということ
（43）
は強要しない」と言己され，1995年３月25日のローマ法王の御回勅「生命の福
音（Evangeliumvitae)」でも，苦痛緩和と自然の死を迎えさせるべきであ
（44）
る旨述べられ，その考え方は一貫している。
ではこのようなローマ・カソリック教会の考え方を英国の宗教界はどのよ
うに受け止めているのであろうか。
（２）英国国教会主教会議ならびにイングランドおよびウエールズ．カソリ
（45）
ツク司教会議の覚書き
1993年６月29曰，イングランドおよびウエールズ．カソリック司教会議の
フィリップ・カーロル大司教，英国国教会主教総会のフィリップ．モウアー
主教が会談し，医療の倫理特別委員会に共同の覚書きを提出し，統一見解と
して公表した。その見解は自由教会（FreeChurch）にも支持された。その
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要旨は下記である。
１．人の生命は神から賜ったものである。
２．人の価値は年齢，‘性別，民族，宗教，社会的地位や業績の可能性によ
ってかわるものではない。
３．病気や障害をもつ弱き者は，特別な看護と保護を受ける資格がある。
４．神から賜った生命であるという重要性と自己の生命の終結を決定する
権利の主張の衝突がときとして起こることがあるが，いかなる教会も末
期または重病な病人をできる限り長く，すべての手段を用いて延命させ
るべきであるということを強要はしない。
５．安楽死を許容するために，法律の改正を要求する個人の自己決定権を
受け入れることはできない。
６．自己決定権は他人の自己決定に基づく行動を要求することはできない。
患者は自己の生命の終結に協力するよう医師に要求することはできない。
７．安楽死の要請が本当に任意的であるということを確認することと，鯵
病または他人からのプレッシャーによるものでないということを確認す
ることは困難である。
８．最近の遷延性植物状態（PersistentVegetativeState以後ＰＶＳと称
する）の患者からの人工栄養補給および水分補給中止に関する上院判決
は，安楽死容認への法改正への議論に利用されるべきではない。
９．意思の表明のできない患者の治療に関する決定は，医師，家族，看護
者および他の医療従事者によってなされるべきである。
１０．アドヴァンス・ディレクティヴは将来の治療を決定するのに有効であ
る。
１１．ホスピス運動は，人の尊厳ある死を援助するためにキリスト教との関
連のもとに発展してきた。末期の人々に身体的，情緒的および精神的支
援を行うことは義務である。
「人の生命は神のもの」という前提は，英国のキリスト教会に普く行き渡っ
ているようで，自己決定を根拠とし，延命治療の中止は許容し，積極的安楽
１８０
死には反対する見解もそこから来ている。キリスト教は生命への人工的介入
に限界を置くのである。
次に判例をとおして形成された原則について述べることとする。
（３）判例をとおして形成された原則
①嬰児の事例
1988年12月23日に未熟児で生まれ，重い水頭症で脳組織がひどく悪化して
（46）
いた嬰児Ｃの事例，および1990年５月28曰にイングランドに生まれ，１３週
間早産で，体重は2.5ポンド（11329)，脳に損傷を負っていて麻痒があり，
（47）
目と耳に障害が予想され，自発呼吸はできなかった嬰児Ｊの事例は，裁半Ｉ
所により後見人が選任された後，治療の中止か継続かが，「子供の最良の利
益」に基づくという観点で判断が下された。
実は，この「子供の最良の利益」に基づいて判断される法理が形成される
までには，1970年末より，多くの論議が闘わされてきたのである。
シェフィールド小児病院のジョン・ローバー（ProfJohnLorber）は次
のように言う。
「1960年代に外科の進歩によって，より多くの二分脊椎児が救われ，障害児
施設は満員になった。1970年には小児科医師達はその政策に疑問を持ち始め
ていた。１年に1500人誕生したうちおよそ70％は治療されなかった。その後，
出生前診断により，二分脊椎児も減少したが，1980年にはおよそ300人以上
が死ぬにまかされている。そこで症状の程度により基準を三つに分類して治
療にあたっているが，治療されるべきか否かの基準を法的に作成すべきであ
(48）
ろ｡」
また刑法学者グランヴィル・ウリアムズ（GlanvilleWilliams）は言う。
「一般原則としては乳児の生命を救うために道理に適った処置をしなければ
ならないが，しかし裁判所は子供の『最良の利益」を考慮して行動すべきで
ある｡多くの意見のある問題の時には，刑法はその手を止めるべきであり，
（49）
良１，の決定が優先されるべきである｡」
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医療の進歩により問題が出始めてから現在に至るまで，３０年の間に多くの
議論がなされ，その結果として形成されてきた判断が「子供の最良の利益」
と言えよう。
②成人の健常者の場合
1992年７月４曰，自動車事故で病院に収容されたＴ嬢（妊娠34週）は，
その翌曰陣痛にみまわれ，帝王切開が行われるとの決定がなされた。Ｔ嬢は
エホバの証人の信者ではなかったが，信者である母親の影響を受け，輸血に
（50）
対する同意を拒否した事例で，記録長官（MasteroftheRolles）ドナノレド
ソン卿は次のように述べている。
「精神的に無能力でない成人の患者は治療に同意するか，拒否するかまたは
（51）
申し出られた治療のうちの一つを選ぶｶﾕの絶対的な権禾ﾘを持っている｡」
（52）
また，ＲｅＣの事例で，慢性偏執病早発性痴呆症でブロードムーア病院
(BroadmoorHospital）に通院していた男性患者Ｃ氏は足が壊疽なので，
医師が膝から下を切断することを提案した。患者ｃは手術に同意すること
を拒否した。病院側は手術を受けないならば彼は将来無能力になる可能性が
あるので，患者ｃを引き受けることを拒絶した。しかしながら，高等法院
(HighCourt）は，Ｃ氏は提案された治療に関して意思決定できる能力者で
あるので，彼の切断の拒絶はドナルドソン卿の基準に適うものであり，そし
てｃ氏の決定は彼がたとえ無能力者になろうとも効力あるものであると裁
決を下した。
成人の健常者に関しては，患者の自己決定権が最優先され，無能力になっ
たとしても事前の意思表示があった場合にはそれを優先するということであ
る。
③成人の無能力者の場合
精神的障害者であるＦが，男性入院患者と性的関係を持ち妊娠し，Ｆの
最良の利益を考え，手術を行うに際しての同意に関して訴えが提起されたＦ
（53）
事件で「患者が同意能力のない場合，医師ｶﾇ患者の最良の利益となるように
行った処置は合法であり，また医師はそのような治療を行う義務を負う」と
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いう判断が下された。
また，ＰＶＳの患者については，トニー・ブランドが入院していたエアロ
デール・ジェネラル病院を管轄するエアロデール国民医療サービスが，将来
の医療看護と処置についての回答を得るためにトニー・ブランドを原告にし
（54）
て高等法院家事部に治療の中止を求める訴えを提起した事例では，高等法院
家事部，控訴院を経て，上院の５人の裁判官は全員一致で訴えを棄却し，ブ
ランドに対する医的処置は無益で，患者の最良の利益に合致しないと，治療
の中止を許容した。
グランヴィル・ウイリアムズは，医師が生命維持装置のスイッチを切るこ
とは生命維持治療を最初に開始しなかったのと同じことであり，不作為であ
り，このような不作為は医師による義務違反ではない。なぜなら，医師は望
（55）
みのない場合にはその治療を継続する義務を負わないｶﾕらであると指摘して
いる。
しかし，重度の先天性脳奇形で脳性まひの23才のＲ氏は，ＰＶＳではない
が，家族と彼の医療チームは，次にＲ氏の生命が脅かされるような状態に
陥った場合には蘇生させないことが患者の利益にかなうという合意に達して
いたのだが，外部団体の「障害者法律サーヴィス（theDisabilityLawSer‐
（56）
vice)」が裁判所に提訴した事例で，裁半Ｉ所は人工栄養および水分補給は治
療と異なる範囑であると胄造瘻術を施すことがＲ氏の最良の利益であると
した。この判決に対して医師の間から最良の利益の定義づけを求める声も上
がっている。
（４）行政および司法の見解
①上院，医療の倫理特別委員会は国民に意見を公募した結果を1994年１月
（57）
報告書として公表した。その概略は下言己である。
１．安楽死を否定し，自己決定による治療の中止は許容する。
２．パリアティヴ・ケアの推進をはかる。
３．自殺常助罪の改正は提言しない。
英国における死をめぐる自己決定について（五十子）１８３
４．アドヴァンス・ディレクティヴは推奨するが立法化は計らず，実施綱
領の作成を提言する。
５．無能力者の代理意思決定の制度の拡大は好まない。
６．無能力者の治療の中止については権限をもつ司法委員会（Judicial
Forum）の創設を提言する。
（58）
政府も同年５月報告書を歓迎する旨公表した。
上院委員会の見解も政府の見解も，健常者の治療に対する同意の拒絶を個
人の権利として認めているものであり，またそれはコモン・ロー上の権利で
もある。問題となるのは無能力者の場合である。ブランドの事例で紹介した
が，判例は，確立された医の慣行を考慮して，患者の最良の利益と照らし合
わせる，として治療の中止を認めている。
②法律委員会（LawCommision）の見解
成人無能力者と意思決定患者が同意能力のない場合の医的処置に関して，
1989年の前述のＦ事件が引き金となり，世論が法制化に注目し，1991年４
月に法律委員会は「成人精神的無能力者の意思決定：概観」の諮問書（Con‐
（59）
sultationPaper）No.119を公表した。その目的は法改正のために必要な範
囲と困難で広範囲に渡る領域における最も実践的方法を探るためであった。
スコットランドでも同様な試みが同年９月に行われた。
1993年２月に，諮問書No.128「成人精神的無能力者の意思決定：新管轄
権」が公表された。これは持続的代理権（EnduringPowerofAttorney）
の見解を拡大することにより，個人の福祉の問題をそこに包含させるよう，
（60）
民事法の改正を提言したものである。
そして，より高度で詳細な法改正のための提言を期待しての諮問書Ｎｏ．
129「成人精神的無能力者の意思決定：医療と研究」が1993年３月に公表さ
（61）
れた゜つづいて５月14日に，最後の諮問書No.130「精神的無能力および他
の障害のある成人，公法によるその保護」が公表された。これは弱い立場の
成人を保護することを目的としたものである。これら４つの諮問書を集大成
（62）
した60条からなる「精神的無能力者法案（MentalIncapacityBill)」の草
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案は公表されたが，未だ立法ｲﾋ|こは至っていない。
（５）英国医師会の見解
英国医師会は，1992年９月にＰＶＳの治療の中止または差し控えのための
（63）
ディスカッション・ペーパーを公表して意見を公募し，その後，下言己に示す
（64）
ガイドラインを公表した。
１．少なくとも６か月の間は治療にあらゆる努力を尽くすこと。
２．ＰＶＳ診断後も１２か月は治療の中止はしないこと。
３．担当医以外の二人の他の医師の診断を仰ぐこと。
４．医師は患者自身の見解や価値観を知ることができたら，それを考慮す
べきである。患者の意思を表明する文書は，不明確なままの延命がされ
るか，または治療の中止をしない一年という期間を短縮できるかを，明
確にすることができる。
５．患者の直近の者の意見は重みを持つが，それだけで決定してはならな
い。
６．延命治療中止の決定は，診断や予見について患者をケアするチーム
（HealthＴｅａｍ）の中に異議を唱えるものがいたら延期すること。
７．医療専門家の中で，患者の治療中止または差し控えについて良心的異
議を唱える者は，他の部署に移ることができる。場合によっては，患者
が移動することも有り得る。
８．法律的立場は，イングランドとウエールズにおいてはブランドの事件
で明らかにされたように延命治療が一定の要件のもとに中止されること
が受け入れられるか否かは裁判所が確認すること。
９．人工栄養および水分補給停止については裁判所の判断を仰ぐこと。
（65）
実務覚書き（PracticeNote）に言己された公務弁護士（OfficialSolici‐
ｔor）から助言を受けることができる。
1998年７月，英国医師会は同年10月16曰締切りで精神的無能力者の治療の
英国における死をめぐる自己決定について（五十子）１８５
中止についての意見公募をおこなった。結果の公表が待たれていたが，
ＢＭＡのメディア向け発表によると1999年６月23日に「延命治療の中止及び
差し控えについて」のガイドラインが公表されたとのことである。
4．結びにかえて－若干の考察
英国における前述の安楽死の事例のうち，積極的安楽死に関しては有罪判
決が下されており，日本においても1950年の東京地裁の尊属殺被告事件以来
７件のいわゆる安楽死事件に関しては，すべて執行猶予がついたものの有罪
となっている。現在問題となっている安楽死は自発的積極的安楽死であり，
その安楽死の認識については次のＡＢ・各４項目をめぐるものとなる。
Ａ,死を希求する側にたって，安楽死は，１．自然の死の一類型であるか，
２．選択した医療行為の１つで
あるか，
３．常助された自殺であるか，
４．嘱託によりもたらされた他
自殺であるか，
Ｂ死に至らしめる側にとって安楽死は，１．自然の死の一類型であるか，
２．求められた医療行為である
か，
３．自殺箒助であるか，
４．嘱託殺人であるか。
１．について，いわゆる尊厳死は，延命治療を中止して自然の死を迎え
させるということで，自然死の一類型と見なせるが，安楽死は自然の死とい
うことはできない。
安楽死に関する学説は，①違法性が阻却される。②違法性は阻却されない
が，責任阻却ないしは責任の軽減がある。③自己決定による同意が一定要件
のもとに社会的相当性を有するものとして違法性が阻却される，の三つに大
別することができるが，いずれも安楽死を自然の死とは位置づけていないの
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である。
２．について，現在のように痔痛緩和医療が発達していなかった時代に
は，医療行為の一つであると言うこともできたが，癌の苦痛でさえ90％は取
り除くことが可能となった現在に至っては医療行為の一つとは言えまい。し
かし，英国における前に述べたコックス博士の事例のような場合には判決は
有罪としたが，医療行為という余地も残されている。
３．について，最近アメリカでは，安楽死という言葉を用いるのを好ま
ないようで，医師に輔助された自殺という言い方をしている。オレゴン州の
尊厳死法によると，医師は薬剤を処方するに留まるので，医師による自殺常
助ということができよう。しかし，アメリカの多くの州，曰本および英国で
は自殺勢助を犯罪としている。曰本の刑法202条前段は「教唆または常助し
て自殺させること」としているが，「教唆して自殺させ」とは自殺の決意を
有しない者に自殺の決意をさせ，自殺させることであり，また「輔助して自
殺させ」とは，すでに自殺の決意をしている者に対して，自殺の方法を指示
（66）
したり，器具を与えたりして自殺行為に援助を与え，自殺させることであり，
構成要件が異なってくる。
４．について，安楽死に自殺の要素が含まれていることは認めつつも，
｢人をその嘱託を受け，若しくは承諾を得て殺した者は…」という曰本の刑
法202条後段に規定された嘱託殺人と位置づけるのが妥当であろう。ただし
嘱託と承諾とは同一の範囑には入れることはできない。なお曰本の刑法202
条は自殺箒助または教唆ならびに嘱託または同意殺人に６月以上７年以下の
懲役または禁鋼という，殺人罪の死刑または無期もしくは３年以上の懲役よ
りもはるかに軽い法定刑を定めている。
その違法性を阻却させるための要件は昭和37年（1962年）の名古屋高裁判
(67）（68）
決，および平成７年（1995年）の横浜地裁半I決が公表しているが，違法`性の
阻却のためには，それぞれ６要件・４要件を厳しく求めている。
英国では，前述の自殺法が1961年に制定されて以来，自殺は合法となった。
一方，自殺輔助（abattingsuicide）には14年以下の自由刑という厳罰が規
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定されているが，実際には平均して年に１件か２件が起訴され，ほとんど執
行猶予が宣告されている。合法である自殺を輔助して有罪になるのは矛盾し
ているということであろう。また末期患者の自殺割助に関しグランヴィル・
ウイリアムズは，『刑法の教科書（TextbookofCriminalLaw)』で，法が
（69）
なぜそれを妨害するのかと疑問を投げｶﾕけている。さらに彼は，同意殺人
（70）
(consent-killing）は殺人となるだろうと，次のように指摘している。
「医師が末期の患者の死を早める為に，患者の同意に基づいて毒物を注射す
ると殺人となるが，患者の横に毒薬を置き，患者がそれを飲んだ場合には，
患者が自殺をして，その医師は自殺輔助をしたことになり，1961年制定の自
殺法により，医師は自殺勢助罪となる」
安楽死に関するこれらの考察を通して，日本とは法体系の異なる英国のコ
モン・ロ－に多くの共通点を見出だすのである。
現在癌患者の苦痛の90％（VＥＳによると95%）は取り除けると前に述べた
が，考え方によっては，それは取り除くことができない10％（または5%）
の苦痛が存在することを意味しており，救済の必要を無視することはできな
い。そうした観点から，以下のすべての要件を満たす場合，他に適法行為の
期待可能性がなく，責任阻却されると考えるべきである。
１．不治の病に侵され，堪え難い肉体的苦痛がある。
２．死期が迫っている。
３．他に苦痛除去の方法がない。
４．本人の真蟄な嘱託による。
先述のコックス博士の場合のように，鎮痛剤もきかず，睡眠薬で眠ってい
ても苦痛を感じ，本人の強い要請がある，というような限られた場合の責任
阻却は当然と考えられる。
治療の中止に関する筆者の見解は次の通りである。
その基本態度は健常者による治療の中止および差し控えは，治療方法の選
択の問題として，本人の自己決定権により，許容されるというところにある。
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また精神的無能力者の代理意思決定については，意思決定能力に欠けるた
めにただ延命のみの苦痛を負わなければならないというのは公平ではない。
自然な死を迎え入れる選択の自由は誰にもあるはずである。代理意思決定に
は自己決定の概念とは相入れない側面があるが，英国にみられるように次の
要件を伴うことで代理意思による治療の中止は現実の容認を得るものとされ
よう。
１．回復の可能性がなく死が避けられないこと。
２．チーム（またはホーム・ドクター）以外のセカンド・オピニオンたる
医師の診断を仰ぐこと。
３．本人の意思を推定するに足る家族が本人の意思にかわる意思表示をす
ること。本人の意思推定不可能な場合には，直近の家族の代理意思も尊
重すること。
４．人工的な延命と本人の苦痛を比較し，本人にとっての利益不利益を考
量すること。
５．審査機関として，英国法律委員会が提案し，「医療の倫理特別委員会」
も支持している「司法委員会（JudicialForum)」を設立すること。
６．人工栄養補給および水分補給に関しては原則として人工呼吸器と同様
に考えるが，司法委員会の判断にゆだねること。
安楽死に関しては，前述のように英国と曰本に共通点を見出だすが，治療
の中止に関する問題点についてはむしろ相違点が際立つ。下記はその簡単な
対称表である。
■■
〕94年日本学術会議｜タＩＺｎｌｒ
曉ｵ呑娼FRI1コ三邑二蚤｜の、
二王巴詞Z千Ijb
、自己決定（判砂 ≦r、裁半U状弓ﾘ費のＥＦ
英国における死をめぐる自己決定について（五十子）１８９
死の迎え方の選択権
家族の意思による本人
の意思の推定の許容
判例はない
ガイドラインはない
加入していなくても
医療行為を行える
法制化の動きはない
3．ＰＶＳ患者の
治療の中止
4．医師会
判例
ＢＭＡのガイドライン
脱退すると
医療行為ができない
a鱒薑塁定|薑莨蝋:三
英国と曰本の相違は基本的には自己決定権にかかわる考え方の相違にある。
日本の学説の中には，自己決定権による同意が違法性を阻却するという考え
方もあるが，安楽死は他人に自己の殺害という行為を嘱託するので，自己決
定権だけでは解決できない。自己決定に基づく真蟄な嘱託によるという項目
を含む前述の要件が重みをもつのである。
英国においては，判例が積み重ねられて法準則が構築され，国民に意見を
公募し，立法または行政機関がそれを分析し国民に報告する。その上で法案
を作り議会が審議するという段階を踏んでいる。現在，英国大法官省の意見
公募の解析も進んでいることと思われる。
（71）
インターネットを用いて自殺のための薬物宅配という事件も報道されてい
る昨今，日本においても死の迎え方の選択についての議論の深まることを期
待すること切である。
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